
 
別 記 第 ２ 号 様 式  

随   意   契   約   結   果   一   覧  

課 等 名 契 約 の 名 称 契 約 年 月 日 契 約 の 相 手 方 契 約 金 額（ 円 ） 契 約 の 相 手 方 を 選 定 し た 理 由 摘   要

税 務 課 道 税 総 合 情 報 令 和 ７ 年 ６ 月 ９ 日 （ 所 在 地 ）  （ 月 額 ）  （ 理 由 ）  （ 総 額 ）  
処 理 シ ス テ ム 札 幌 市 中 央 区 北 4,083,200円   道 税 総 合 情 報 処 理 シ ス テ ム（ 以 244,992,000円 
に 係 る プ リ ン ４ 条 西 ７ 丁 目 １ 下 「 道 税 シ ス テ ム 」 と い う 。）
タ 等 賃 貸 借 契 番 地 ８  は 、 標 準 文 字 コ ー ド の 範 囲 外 の
約 （ 名 称 ）  漢 字 に は 、 株 式 会 社 Ｈ Ｂ Ａ が 独

株 式 会 社 Ｈ Ｂ Ａ 自 に 開 発 し た 外 字 を 使 用 し て お
り 、 当 該 外 字 に 対 応 す る よ う カ
ス タ マ イ ズ さ れ た プ リ ン タ を 株
式 会 社 Ｈ Ｂ Ａ に 特 注 し て も ら う

 必 要 が あ る 。
  ま た 、 調 達 す る 機 器 等 の 道 税
シ ス テ ム と 接 続 す る た め の ネ ッ
ト ワ ー ク 設 計 、 各 種 設 定 、 疎 通
確 認 及 び 総 合 振 興 局 等 へ の 設 置
作 業 及 び 道 税 シ ス テ ム と の 一 連
の 接 続 確 認 を 行 う も の で あ り 、
こ れ ら を 一 括 し て 適 切 に 行 う 必

 要 が あ る 。
  道 税 シ ス テ ム と の 一 連 の 接 続
確 認 を 行 う こ と が で き る の は 、
道 税 シ ス テ ム の 運 用 委 託 事 業 者
で あ る 株 式 会 社 Ｈ Ｂ Ａ の み で あ

 る た め 。
（ 根 拠 法 令 ）  
  地 方 公 共 団 体 の 物 品 等 又 は 特
定 役 務 の 調 達 手 続 の 特 例 を 定 め
る 政 令 第 11条 第 １ 項 第 ２ 号



（別記様式４）
入札参加者指名選考過程等一覧表

１ 指名選考委員会開催年月日 令 和 ７ 年 ２ 月 1 4 日 1 0 時 3 8 分 か ら 1 0 時 4 3 分 ま で

２ 指名選考委員会開催場所 本庁舎４階 部長会議室

３ 委 員 の 出 席 状 況 ４ 説明員等の状況

委員長 総 務 部 長 山 本 倫 彦 出・欠 説明員 税 務 課 長 赤坂 誠司

委 員 総 務 部 次 長 吉 川 政 英 出・欠 補助者 課 長 補 佐 大関 功一

委 員 人 事 局 長 北 山 雄 彦 出・欠

委 員 財 政 局 長 藤 原 啓 裕 出・欠
書 記 総務課課長補佐 伊勢村 亮

委 員 総 務 課 長 大 西 章 文 出・欠

委 員 文 書 課 長 菅 井 信 宏 出・欠

委 員 税 務 課 長 赤 坂 誠 司 出・欠

５ 指名選考過程等
税務課 所管

番 指名選考基準 指名 指名
契 約 の 名 称 契約の種類 候補 議決の状況 摘 要

号 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ ～ Ｚ 者数 者数

道税総合情報処理システムに
20

係るプリンタ等賃貸借
賃貸借契約 人 人 人 人 人 人 人 全会一致 人 特 命随契

特 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める政令第11条第1項第2号
記 既契約特定役務の調達の相手方以外の者から調達をしたならば既契約特定役務の便益を享受することに
事 著しい支障が生ずるおそれがあるとき
項

注１ 「契約の名称」欄は、必要に応じ、委託業務名、工事名、購入品名及び数量等を記載する。
２ 「契約の種類」欄は、委託、工事、物品購入、調査研究等と記載する。
３ 「指名選考基準」欄は、指名選考基準（Ａ～Ｚ）に基づき、順次絞り込みを行い、その要件に
を満たしている者の数を記入する。
なお、他の方法により選考する場合は、適宜、記載欄を変更し、その説明を「特記事項」欄い

記載すること。
４ 「議決の状況」欄は、指名候補者を決定する際の状況を「全会一致」又は「賛成○人、反対○
人」等と記載する。

５ 「指名者数」欄は、指名選考された者の数を記載する。
６ この一覧表には、指名選考委員会で審議した随意契約の参加者の指名選考過程についても同様
に記載するが、選考基準（理由）を特記事項に記載するとともに、摘要欄に１者随契等と記載し
表中の指名者数の記載は要しないものとする。

７ この一覧表は入札参加者名の公表と併せて行うこととなるため（指名競争入札にあっては入札
執行時、随意契約にあっては契約締結時）、指名競争入札・随意契約ごとに、又、入札執行予定
日ごとに別様式となるよう作成する。
なお、入札執行日が未定の場合は、空欄とする。


